
第１回
観光経済国際
シンポジウム

報告書

日時 ： 2007年10月15日（月）13：30 ～ 20：00（交流会は18：15 ～）
会場 ： ホテルグランヴィア和歌山 6F 宴会場「ル・グラン」
主催 ： 国土交通省、世界観光機関（UNWTO）
後援 ： 文部科学省、和歌山県、（社）日本経済団体連合会、日本商工会議所、
  （社）経済同友会、（社）日本ツーリズム産業団体連合会、（社）全国旅行業協会、
  （社）日本旅行業協会、（社）日本観光協会、（独）国際観光振興機構、
  和歌山ターミナルビル（株）
協力 ： 和歌山大学、（財）アジア太平洋観光交流センター



第 1 回観光経済国際シンポジウムの開催に際し、この非常に重要なイベントの企画と運営を先頭に立って進めて

いただいた国土交通省に、お祝いを申し上げます。

旅行観光業は、今や世界で最も大きく急成長を遂げている産業であり、毎年、堅調な伸びを続けています。世

界全体の旅行到着者数は、1990 年から2005 年の間、年平均 4.2％の増加を続けており、戦争やテロ攻撃、燃

料価格の高騰、疫病の恐怖、自然災害等に観光業界がダメージを受けたこの 3 年間においてさえも、この増加傾

向は継続しています。たとえば 2004 年は、国際観光の歴史にとって輝かしい年でありました。海外旅行の到着

者数は前年比 10.7パーセント増となり、総計 7 億 6000万人を記録しました。これは一つの記録の樹立であり、こ

れより以前にこれだけの数字を記録したのは実に 20 年も前のことであります。2005 年、海外旅行の到着者数は

初めて8 億人の大台を超えました。

観光は、雇用と所得を創出するというポテンシャルを持ち、ゆえに特に開発途上国において非常に強力な社会

経済開発ツールであることはこれまで繰り返し実証されています。にもかかわらず、それにふさわしい評価がなされ

ることはありませんでした。その状況が変ったのが 2003 年です。世界観光機関が、観光分野における国連の正

式な専門機関として認証され、世界経済に対する観光の貢献が世界的に認知されることになりました。

世界観光機関（以下「ＵＮＷＴＯ」）は、各国の国民経済計算体系において、観光業が経済的な意味でいかに

重要な位置を占めているかということを世界に知らしめるべく、たゆまぬ努力を続けてきました。UNWTO では、

国家経済に対する観光の貢献度を計測する手段として観光サテライト勘定 Tourism Satellite Account (TSA) を

用いており、加盟各国にその内容を普及させるために、国際会議や各国、各地域でのセミナーを開催してきました。

実際、TSA は、（2000 年より）UNWTO の事業プログラムの最優先項目の一つであり、TSA によって観光の経

済的な重要性の理解を広めることは UNWTO の 2008 ― 2009 年の最重要課題となっています。

観光が人類の経済活動に果たす貢献については、国際的なレベルで認知されているに留まらず、開発途上国と

先進国双方における各国家レベルでも大いにもてはやされるようになってきました。たとえば日本は、自動車と電

子機器の国として有名ですが、最近、特筆すべき政策改革が行われ、観光を土台にした国づくりを宣言しました。

その第一歩として 2003 年、ビジット・ジャパン・キャンペーンが立ち上げられ、そこでは、日本を訪れる海外から

の旅行者数を2010 年までに1000 万人に増やすという大きな目標が掲げられています。その他にも日本はこれま

でに JATA 国際観光会議 、第 28 回 APEC 観光作業部会、第 1 回日中韓観光大臣会合、愛知万博といった大

規模かつ世界的な観光ならびに観光関連のイベントを主催しています。また ITB ベルリンのような著名な国際観

光イベントや、中国、韓国、カナダとの観光交流強化プロジェクト等にも積極的に参加しています。

日本が、観光を土台とした国づくりと宣言したその政策を具体的な行動で裏打ちしていることは、とても心強い

フランチェスコ・フランジアリ

世界観光機関事務局長メッセージ
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ことです。「アフォーダブル・ジャパン（お手ごろな日本）」のスローガンの下、とても費用がかかる国という日本のイ

メージを変えるために進められている精力的な取り組みによって、この国に惹き付けられる旅行者は増え始めてお

り、日本を訪れる旅行者数にプラスの成果をもたらし始めています。

第 1 回観光経済国際シンポジウムは間違いなく、日本を観光国に転換させるための土台をさらに強固なものとす

るイベントとなるでしょう。

シンポジウムの成功をお祈りすると同時に、今後もこの種のシンポジウムが数多く開催されることを願います。

フランチェスコ・フランジアリ
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プログラム
１３：３０～１３：４０ 開会挨拶

 西阪　昇 国土交通省　大臣官房審議官
 本田　勇一郎 世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）アジア太平洋センター代表

１３：４０～１４：２５ 基調講演①「観光統計と観光政策」

 スタンリー・フリートウッド ＵＮＷＴＯコンサルタント

１４：２５～１４：３５ 休憩

１４：３５～１５：２０ 基調講演②「観光経済分析のマーケティングへの活用」

 ステファン・ルブルート セントラルフロリダ大学ローゼンカレッジ副学部長

１５：２０～１５：３０ 休憩

１５：３０～１６：１５ 基調講演③「我が国の観光業の現状と展望～その経済効果～」

 森永　卓郎 獨協大学　経済学部教授

１６：１５～１６：３０ 休憩

１６：３０～１７：５５
パネルディスカッション
「観光統計・経済分析を政策立案・マーケティングに如何に活用するか」

 【コーディネーター】
 廣岡　裕一 和歌山大学　経済学部教授
 【パネリスト】
 スタンリー・フリートウッド ＵＮＷＴＯコンサルタント
 ステファン・ルブルート セントラルフロリダ大学ローゼンカレッジ副学部長
 森永　卓郎 獨協大学　経済学部教授
 西阪　昇 国土交通省　大臣官房審議官

１７：５５～１８：００ 閉会挨拶

 小畑　力人 和歌山大学副学長

１８：１５～２０：００ 意見交換会
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主催者挨拶

西阪 昇

本田 勇一郎
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ただいまご紹介いただきました、国土交通省で観

光を担当しております大臣官房審議官の西阪です。

第１回観光経済国際シンポジウムの開会にあたりまし

て、ひとことご挨拶申し上げます。

本シンポジウムにかくも多数の方々にご参加いただ

きましたことに対しまして、心から御礼申し上げます。

さて、国内外の共通基準に基づく観光統計の整備

及び分析は、政府部門における観光政策の立案・評

価、さらには民間部門におけるマーケティング等観光

産業の競争力強化のために不可欠なものであり、「観

光立国推進基本法」に基づき本年６月に閣議決定さ

れました「観光立国推進基本計画」においても、観

光統計の整備の目標が示されております。

本シンポジウムは、観光統計や経済分析等につい

ての内外の知見を糾合し、我が国の観光統計の整備・

活用を一層円滑にするとの観点から、国土交通省と

世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）との共催により、今回第

１回目の開催に至ったものです。

本シンポジウムでは、海外から、ＵＮＷＴＯ（世界

観光機関）コンサルタントのスタンリー･ウッド様、ア

メリカ・セントラルフロリダ大学ローゼンカレッジ副学

部長のステファン・ルブルート様、我が国からは、獨

協大学経済学部教授の森永卓郎（もりなが たくろう）

様から、それぞれの研究分野の知見をもとに基調講

演を行っていただいた後、和歌山大学経済学部の廣

岡裕一（ひろおか ゆういち）教授にコーディネートし

ていただき、ただいまのお三方に私が加わって、観光

統計の国内外の現状と今後の課題について議論を行

うことを目的としたパネルディスカッションを行うこと

となっております。

本日のシンポジウムが、皆様方に観光統計及び観

光経済に係る現状と課題をご理解いただく契機とな

ることを期待しております。

また、夕刻には、参加者間の交流を深めるための

交流会が予定されておりますので、その場におきまし

ても、是非参加者の皆様方同士で情報交換を積極的

に行っていただければ幸いです。

最後になりましたが、本シンポジウムの準備を進め

てくださった、財団法人アジア太平洋観光交流セン

ター、国立大学法人和歌山大学、和歌山県並びにそ

の他関係者の方々に心から感謝申し上げます。

どうもありがとうございました。

国土交通省 大臣官房審議官 西阪 昇

主催者挨拶
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ご紹介に預かりました世界観光機関アジア太平洋

センター代表の本田です。

財団法人アジア太平洋観光交流センター理事長も

兼務しております。

皆様、本日は国土交通省と世界観光機関共催の「第

１回観光経済国際シンポジウム」にご参加いただき、

誠に有難うございます。

私ども世界観光機関は国連の専門機関であり、世

界中で観光を盛んにする活動、特に開発途上国の観

光支援に力を入れた活動を行っております。アジア太

平洋センターは世界観光機関の唯一の地域センターと

して我が国大阪に設置されており、その支援組織で

ある財団法人アジア太平洋観光交流センターと一体と

なって、アジア太平洋地域の観光発展に向け積極的

に活動を行っています。

世界観光機関は、観光市場の動向を世界的規模

で統計調査する唯一の機関でもありますが、その基

礎データとなります観光統計の基準作成に力を入れ

ています。特にツーリズム・サテライト・アカウント（Ｔ

ＳA）という統計手法を用いて、観光が一国の経済

に与える貢献度を測定し、観光が国民経済の中でい

かに重要であるかを各国に伝えています。

本日は、観光統計・経済分析をテーマに日本と世界

観光機関が共催する記念すべき第１回のシンポジウム

です。（先ほど西阪審議官がご挨拶で触れられていま

したが、）我が国で観光立国推進基本法が施行され、

観光の重要性が益々認識されているこの時期に開催

できることを大変嬉しく思います。当機関トップのフラ

ンジャリ事務局長からのメッセージもお手元に配布して

おりますので、後ほどご覧いただければ幸いです。

また、本日のシンポジウムでは、当機関の観光統計・

経済分析のエキスパートであるスタンリー・フリートウッ

ドから、この後、ＴＳＡについてお話させていただく

予定です。観光に関わる経済活動を分析する上で、

いわば世界標準といえるこのＴＳＡについて、ご理解

を深めていただければ幸いです。この他にも先ほどご

紹介のありました講演者の皆様による基調講演、パ

ネルディスカッションでの議論も予定しており、ご参加

いただいた皆様の観光経済へのご理解に役立ててい

ただけるものと確信しております。

最後になりましたが、本シンポジウムを共催いただ

いた国土交通省、多大なご協力をいただいた和歌山

大学、和歌山県庁をはじめとする関係者の方々に心

より感謝を申し上げ、私のご挨拶とさせていただきま

す。どうもありがとうございました。

世界観光機関（ＵＮＷＴＯ）アジア太平洋センター代表 本田 勇一郎

主催者挨拶
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基調講演①

「観光統計と観光政策」
スタンリー・フリートウッド
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一般的に、観光というものは比較的最近の現象と

考えられている。しかし、一つの活動としての観光は、

人類の初期にまで遡る。初期の「観光旅行者」とは、

縄張りを開拓するため、血縁者を訪ねるため、ある

いは近隣に住む別種族を訪ねるために、初めて自分

の暮らしている環境―洞窟か何か―から外の世界に

出ていった人たちのことである。

それから数万年後の現在、観光は世界でもっとも

大きな産業の一つとなり、しかも拡大し続けている。

それではなぜ、観光はごく最近まで人類の重要な

活動として認められることがなかったのであろうか？

その理由の一つとして、観光が「楽しみ」のための

活動として捉えられ、したがって正規に経済貢献をす

るとは見なされていなかったことが挙げられる。

また観光活動は、輸送交通、宿泊、小売、レスト

ラン等 、々実に広範囲にわたる経済活動領域を横断

しているため、単一の産業として見なされず、複数産

業部門によって構成される活動として捉えられてきた

のである。

さらに、これは政策策定者や政治家たちにとってよ

り関わりが深くかつ重要な問題であるが、これまで各

国の国民経済計算において観光は一つの産業として

認められていなかった。その原因は、国民経済計算

において用いられている判断基準では、観光は正式

な産業分類のひとつとして認められていないことにあ

る。多くの国家が自国の公式分類の土台として用いて

いる国際標準経済活動分類 (ISIC) では、観光につ

いての記載がないのである。

その理由として述べられているのは、観光とは需要

サイドの諸要件によって定義される活動であるから、

ということである。ある経済取引が観光業とみなされ

るか否かは、そこに関与している消費者が置かれて

いる立場によって決定される。関与している消費者が

「観光客」と定義されれば、そこで行われる経済取

引は、内容如何を問わず観光業として扱われ、関与

している製品あるいは供給者の種別は問題とならな

い。通常はその逆で、産業は供給サイドの諸要件によっ

て、すなわち同じタイプの生産活動に従事している事

業者のグループとして、定義されている。

20 世紀後半、なかでも特に最後の数十年間に急

激に拡大した観光業は、経済活動を生み出す重要な

源泉力として、また経済的に開発途上の領域に豊か

さを再配分するものとして、認識されるようになってき

た。しかし、観光業は他の伝統産業よりも多くの雇

用と経済活動を創出しているにもかかわらず、観光業

よりも規模が小さいそういった伝統産業のように国民

経済計算のなかで評価を受け、公式に認知されると

いうことがなかったのである。

こういった状況から、観光業の規模を公式に認知

する何らかの形態を求める声が拡大してきた。いろい

ろな国々が、独自に観光業の評価方法を編み出して

はいるが、こういったものは公式な評価とは見なされ

ず、従って、信頼のおける評価とは言えない。観光業

界が大きく評価されることに既得権益を持っているよ

うな団体によって観光業に対する評価が行われること

が多く、また、「観光業」について公的に広く受け入

れられている定義も定められていないため、そういっ

た団体自身はまず観光業の定義から始めなくてはな

らず、その定義も団体によってまちまちである。

観光業以外の、新たに台頭しつつある経済活動領

域、たとえば IT、環境、エネルギーなどでも同じ状

況である。

いずれにせよ、新しい経済活動を国民経済計算の

なかで認知させることが目的なのである。しかし、観

光業をはじめ、これらの新規分野を従来の産業と同

じような方法で定義することは困難であり、従って国

「観光統計と観光政策」
ＵＮＷＴＯコンサルタント

基調講演

スタンリー・フリートウッド
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民経済計算の核の部分で独立した一つの産業と認知

されることは不可能である。

これに対して 1980 年代にフランスで先進的に打ち

出された解決策が、サテライト勘定というコンセプト

である。これは、国民経済計算の核の部分とは別個

ではあるが、それとリンクしている会計であり、核の

部分の会計では「見えてこない」重要な経済活動を

特定する会計システムである。

観光業にもこの新しいツールがすぐに導入され、

1990 年代には世界観光機関が OECD 等の国際機関

と共同で、観光サテライト勘定（TSA）の標準方法

論を開発した。この標準方法論は 2000 年、一般使

用のために公表され、多くの国々が即座にこのコンセ

プトを取り入れた。

2001 年の時点で、UNWTO の推定によれば約

44 カ国が TSAの開発を完了、あるいは 2 年以内に

TSAを開発する予定、もしくは将来の TSAの開発

に向けて本格的な取り組みを進めている最中であっ

た。2005 年にはこの数字が 62 カ国に増え、現在ま

でにその数は 80カ国にのぼっている。

それでは、TSAとはどういうものであろうか？TSA

は次の10 表から構成されている。
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 １． 商品別、観光客のカテゴリ別のインバウンド観光支出
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 ２． 商品別、旅行のタイプ別、観光客のカテゴリ別の国内旅行支出
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 ３． 商品別、観光客のカテゴリ別のアウトバウンド観光支出
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 ４． 国内観光消費、国内観光支出、その他の観光消費（それぞれ商品別）
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 ５． 観光業界、その他業界の生産勘定
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 ６． 国内供給額総計、商品別国内旅行消費

 ７． 観光業界の雇用
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 ８． 観光業界、その他業界の観光総固定資本形成

 ９． CPD 商品別、政府レベル別の観光共同消費
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 １０． 非通貨指標

表１．から表４．は観光の需要サイドを計測するも

のであり、すなわち、観光消費を示すものであり、表

５．は観光の供給サイド、すなわち観光生産を示す。

表６．は観光需要に対応する観光供給を示し、業界

の生産高のうち観光によって消費される額を示す。そ

れによって観光粗付加価値を把握でき、また国内総

生産（GDP）にどれだけ観光が貢献しているかを測

定することができる。この表が TSAの中心となる。

その他の表はその他の量的データを示すもので、中

心となる表を補足するものである。

多くの国において、自国の観光統計システムの構

築に合わせてこれらの表が徐々に追加作成されてい

る。しかしながらTSAを構成する表６．の作成まで

には至っていない。

では、TSA が構築された国家にとっては、どうい

う利益があったのだろうか？まず挙げられる最大利益

は、そういった国々に初めて、観光業に対する公式

かつ信頼のおける測定値が導入されたということであ

り、これによって観光業は、国民経済計算で公式に

認知されている他の産業すべてと同じ立場を享受でき

るようになったということである。これらの国々におい

て TSA は、観光業の推進や観光計画の開発、さら

には観光プロモーションにいたるまで、非常に強力な

ツールとして活用されている。

少し話が脇にそれるが、ここでオーストラリアの例

を紹介したい。

2000 年にオーストラリア初の TSA が発表される以

前は、観光大臣によって観光開発計画が内閣に提出

され、観光部門を発展させるためのリソースの増強を

求める申請がなされていた。計画には観光部門の規

模に関する推定値が盛り込まれていたが、信頼性の

欠如を理由にほぼ毎回、内閣から拒絶されていた。

2002 年、当時の観光大臣が観光業に関して TSAを

用いた測定値を中心に据え、それを土台にした観光

計画を作成した。内閣は初めて、この測定値を受け

入れ、計画を承認した。その結果、観光予算は 4 年

間にわたって 1 億 2500 万米ドル増額されたのであ

る。TSA がなければこのようなことはありえなかった

であろう。
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広い意味では、公的部門の活動のうち以下のもの

が TSA によって強化される。

・ 旅行者によって消費される製品やサービスを供

給している産業の種類をTSAによって特定する

ことができるため、政策や政策案の策定におい

て貴重な支援ツールとなる。

・ 観光によって国家が得る収入や、観光関連産

業が果たしている役割について評価ができるた

め、官民協同の新たな道（研究分野での取り組

みの蓄積等）の模索が可能となる。

・ 観光業に含まれるとは見なされていないが観光

需要から大きな影響を受けている業界、たとえ

ば農業や銀行業、小売業等の組織とこれまで

にない提携関係の開発が可能となる。

・ 新しいアプローチによるマーケティングを行うこ

とで、観光業の構造をより明確に把握すること

が可能となり、その結果、マーケティング政策

に関して、より的確な戦略やプログラムを策定

することが可能になる。

・ 観光に関するデータの収集と作成に携わる複数

の官僚機構間において、より親密な連絡と協力

が促進されるような構造の創出が可能となる。

政府観光局 (NTA) が、観光統計ならびに TSA か

ら最も利益を受けるということを認識する必要があ

る。新しい情報を活用し、経済改革、経済刷新の触

媒として観光の持つポテンシャルを最大限に引き出す

ことは NTAの責任であり、そのための方法として、

以下のことを行う必要がある。

・ 経済全体に対して観光が貢献している部分を明

確にする。

・ 持続可能な観光開発という目標に向けて観光業

が貢献している部分を明らかにする。

・ 開発途上地域において貧困緩和の機会を見つ

け出す。すなわち、観光部門内部の開発を促進

させるために民間企業と協力する。

・ 行政の内部、ならびに政府機関の間で観光開

発に関する調整を開始し、指導する。

政策策定の支援ツールとしても、TSA ならではの

貢献がある。それは以下の通りである。

・ TSA によって、観光業を構成し、観光業に特

有の産業を特定することができる。実際我 と々

してもようやく、観光関連産業ならびに観光関

連製品に関する国連推奨リストを作成すること

ができた。このリストは、各国が TSAを取り入

れ、各国の観光業の特徴に合わせて TSAを

改編する初期段階のツールとして役立つ。

・ TSA によって提供される枠組みによって、国際

収支のような他の枠組みと関連づけて観光産

業を捉えることができるようになる。国際収支

とTSAの両者の枠組みを組み合わせることで、

海外旅行者による支出額の測定が可能となる。

（これは現在更新されている国際収支・TSA 基

準において可能となる。）

・ TSA によって観光部門の労働市場に関する情

報が提供される。この情報は、観光政策が社

会に与えるインパクトや観光開発を向上させる手

段のなかでも特に労働に関連した手段に関して、

政府や企業、労働組合が入手できる情報の向

上に貢献する。

以上 TSA が公的部門に与えるインパクトばかりを

論じ、民間部門にはほとんど言及しなかった。という

のも、お話してきたように、TSAの最大用途は公的

部門に直接関係する部分にあるためである。しかしだ

からと言って民間部門にもたらされるTSAの価値を

軽く見ているわけではない。

民間部門にとって TSAの最大の価値は、主張の

ツールとしての価値であろう。観光業界は、はじめて

業界規模を測定するツールを手にしたのであり、それ

は公式なもので、通常は政府自身によって作成され、

そして何よりも重要なこととして、信頼性が認められ

ている。これまでの観光業界に関する推定値は、ほ

とんどの場合、観光業界自身によって、あるいは観

光業界からの資金提供によって、作成されており、信
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頼性があると言えるものではなかった。今や観光業は、

政府を相手に支持や支援の申し立てを強く主張する

際、話し合いや交渉において活用できる強固なツール

を手にしたのである。

再び余談だが、オーストラリアの場合、観光業界は

この TSAを積極的に活用して、政府に支援の拡大を

求めている。そして、先に述べたようにそれは見事な

成功を収めている。

TSA は観光業界の構成内容を特定し、構成要素

となっているそれぞれの産業が観光需要にどれくらい

依存しているのかを見極める際に有効である。この

情報は、他では得られないものであり、特に自分達

の産出しているもののうち旅行者が消費するのはどれ

だけあるか、とういことをこれまで知ることがなかっ

た産業において、そういった状況は顕著である。観

光業にどれくらい依存しているのか、その度合いを知

ることは、マーケティング戦略の見直しにつながり、

販売促進活動の方向性の転換や、観光産業としての

認知度が高い業界とのマーケティング上のパートナー

シップを締結するなど、戦略の見直しが行われること

もある。自社製品に対する観光市場からの潜在的な

需要を最大限に引き出すために、製品全体の見直し

に拍車がかかる場合さえある。

意思決定と営業活動において常に重要な位置を占

める市況情報が、事業戦略ならびに観光政策の策定

において鍵となる要素となっている。観光部門に関与

している者の多様さ、したがって利害や目的が多様で

あるがゆえに、出来る限り優れた情報を有することの

重要性は高まるばかりである。

これを受けて、観光市場がどのような進化をしつつ

あるのか、また観光需要に対する対応をどのように変

更していくべきかということに関してより良い情報を入

手することが、今や最優先事項になっている。TSA

によって提供されるデータならびに TSAの作成に使

用される基本的な情報は、複雑な市場活動である観

光業に関して、信頼が置けて比較が可能な情報を提

供する。さらに観光業は、観光部門の外でも内でも

常に形を変えて進化し続け、新たな動きに合わせて

変化し続けている。

特にここ数年、観光業界を取り巻く環境の変化と

して、武力紛争、テロ攻撃など旅行者に直接影響を

及ぼすもの、あるいは経済状況、特定の健康リスク

といったものもある。また、コストの増加、新しい観

光需要に供給を合わせる必要性、旅行目的地間の競

争の熾烈化、先進テクノロジーの導入の拡大、ある

いは新しいサービス提供者の登場等、業界内部の変

化もある。

以上のような要因が起因して観光旅行者の新しい

行動形態が生み出される。すなわち旅行の予約は近々

になってするようになり、相変わらず旅行はするもの

の今までとは違う場所を目的地にするようになり、消

費パターンも様々である。これまでの旅行者よりも独

立性が強く、値段に対する意識が高い。観光企業は

戦略の修正を余儀なくされるようになった。利益を確

保するために、定員を調節し、商品を一新し、より

柔軟な対応をするようになった。政府も、プロモーショ

ン活動や情報発信を強化し、観光部門の起業活動を

支援し、より効果を上げるための取り組みを倍加する

などの対応がますます必要になってきている。

私がこれまでに述べてきたような目的で TSAを使

用している国々があり、自国の TSAの構築に取り組

んでいる国も多い。一部の国、特に政府が連邦制を

とっている国において、国家レベルで TSA が成功す

れば、その結果として準国家レベルでもTSA に対す

る需要が生まれる。

州、あるいは県の TSA が、州民会計・県民会計

の一部として位置づけられていない場合もあり、した

がって国レベルの TSA が有している利点のいくつか

は州や県の TSA にはない場合もあるが、それでもな

お、準国家レベルの TSA は標準的方法論を持って

開発され、国レベルの TSAの結果を土台にしている

ものであるから、各行政区域における観光業の諸活

動に関して、価値があり、信頼の置ける測定値を確

実に提供している。

もう一つ、TSAの潜在的な利用方法と考えられる

のが、モデル形成の土台としての利用である。TSA
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そのものはある時点における観光業界の静止画であ

るが、そこに含まれているデータは「もしこうなったら

どうなるか」についてのモデルを開発する土台として

利用できる。計算可能一般均衡（CGE）モデルを構

築し、TSAのデータベースを利用することで、様々な

シナリオから導き出される効果をテストすることが可

能である。たとえば政府は、ある観光政策の価値、

またはその変更について、あるいは新製品の開発、

マーケティング戦略の変更といったことを検討してい

るかもしれない。CGEモデルがあれば、その変更が

もたらす効果を測定することができる。津波、あるい

は「インフルエンザの流行」といった予測される自然

災害がもたらす影響も、査定することができる。

オーストラリアでは持続可能な観光協力研究セン

ターによって、国家レベルで使用できるモデルの開発

が行なわれている。

その他にも、TSAを利用すれば特別なモデルを作

成しなくても実行できる有益な事柄がある。たとえば

オーストラリアでは、TSA データが観光産業の生産

性と収益性の測定、ならびにそういったものの他産業

との比較に用いられている。

TSA は経済に対する観光業の直接的な貢献度合

いを提示する。いくつかの国々の経験によれば、ひ

とたび TSAの作成が軌道に乗ると、観光業の間接

的な貢献を測定したいという需要が生まれる。これは

観光需要の上流効果である。たとえば、最終的に旅

行者によって消費される製品の製造と流通に関与し

ている様々な製造業、流通業、卸売業に対して、観

光活動はどのような効果を与えているのか？　その経

済効果は極めて大きく、場合によっては、間接的な

効果が直接的な効果と同じ、あるいはそれを上回っ

ていることさえある。このことは、総体としての観光

業が果たす経済貢献の全体像を示している。ただ

し、TSA は間接的な測定値を示すものではないため、

TSAのデータの一部を用いた別のモデル作りが、必

要である。

では次に、TSAの開発に欠かせない要素は何なの

か、という議論に移ろう。

TSAの開発はお金がかかり、リソースが必要で、

複雑な作業である。したがって各国は、必要とされ

るリソース―これには資金、良質なデータ、専門知識

が含まれる―の入手が可能か、またそういったリソー

スをこういう方法で使用するだけの準備ができている

か、ということを極めて慎重に検討する必要がある。

必ずしもすべての国が TSAを作成できる状態にある

わけではない。

加えて、TSA は一つの機関が独力で作れるもので

はない。その作業には、官民両方の複数の機関なら

びに場合によっては学術機関も加わっての、密接な共

同作業が必要となる。

いかなる計画であれTSAを立ち上げようと計画す

るには、行政、官公庁、民間部門の各レベルでのサポー

トが得られることが必須条件である。TSAの作成に

必要な資金提供に関する追加決定を行なうのは行政

レベルであり、TSAの作成の主担当となるのは官公

庁である。民間部門は情報の提供を求められ、また、

場合によっては必要な資金の一部の拠出を求められ

ることもある。

これらの各部門の内部においても、多岐にわたる

機関・団体が関与する。行政レベルでは、観光担当

大臣、金融担当大臣、さらに国民経済計算を作成し

ている省庁の担当大臣の間での合意が必要になって

くることもある。官公庁レベルで関与する機関の代表

的なものとして、国家観光局、統計局、入国管理局（も

しくは警察または類似機関）、準備銀行・中央銀行、

その他、必要とされるデータの提供者になりうる機関

や団体がある。民間部門では、観光関連の主要業界

団体が関与することになるだろう。

UNTWO は、TSAの開発を目的とした組織横断

型の作業部会を設置することを強く奨励している。こ

の作業部会は、上で述べた資金、専門知識、データ

の提供が求められる公的部門の全関連機関で構成さ

れるべきであろう。作業部会では定期的に会合を行

い、参加機関すべてが TSAの作成に全面的に関与

し、必要な時に必要とされる責任を遂行する。このよ

うに長期的に関与することができない場合、TSA が
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完成しない、あるいは TSAの大きな強みである正当

性と信頼性が欠如する危険性がある。

国によっては、そのような作業部会を省庁レベルで

設置することが望ましい場合もある。時として、TSA

の立ち上げに必要な決定が省庁レベルでしか下せな

い場合があり、各大臣がそういった決定の意味するこ

とを十分に認識し、なぜそれが必要なのかを理解し

ていなくてはならない。

どんな国であれ初めて TSAを立ち上げようとして

いる国では、TSAの開発に責任を負う組織・団体が、

TSAとはどのようなものであるか、ならびに TSA に

できることとできないことを観光業界に十分に理解さ

せることが重要である。

ここでまたオーストラリアの例を挙げると、我々は

国内各所で、観光業に関連する民、公、学術部門の

関係機関に TSAとはどのようなものであるかを説明

するための一連のセミナーを開催した。しかしTSA

が最初に発表されたとき、否定的な反応がなかったわ

けではない。

第一に、TSA が示した GDP に対する貢献度は、

観光業界が主張していたよりも小さいものであった。

TSA 以前の推定値はいかなる標準的方法論にも根ざ

しておらず、資金を提供している団体に関連性がある

事柄に偏向しがちのものであった。そのため、観光

部門の規模と貢献が過大評価されていたのである。

二点目として、TSA はマクロレベルのデータしか

生み出さないことに対して失望の声が上がった。TSA

では国レベルのデータしか提示できず、加えて、観光

産業に関連している多くの下部部門に関するデータは

何も提供されなかった。たとえば会議産業は、TSA

がこの業界を認知しなかったこと、あるいはこの業界

の規模についての測定値が示されなかったことを強く

批判した。

こういった反応から、TSA に対する批判と拒絶が

生まれた。しかし一定の時間が経過するとともに、特

に TSA 発表から2 年目以降、批判していた者たち

の多くが客観的な測定値――たとえそれが以前の推

定値よりも低いものであったとしても――その価値と、

観光業が国民経済計算のなかで評価されることの価

値を理解するようになった。比較的短期間のうちに、

TSA は広く受け入れられ、支援を得るようになった

のである。

この体験から得られた教訓として、一連の教育セ

ミナーを行ったことものの、TSAとはどういうものな

のかということを観光業界に十分に理解させるという

点について十分なことができていなかったということ

だ。

では現在、観光産業の経済評価に関して世界では

どのような開発がなされているのであろうか？

多くの国が TSAの標準的方法論を実施中、ある

いは実施に向けて計画中である今、UNTWO はこれ

までに成し遂げてきた進歩を土台としたさらなる構築

に向けて、極めて精力的に進めている。

代表的な活動として、観光業界の基本的な統計基

準ならびに TSAの基準の刷新と改定がある。現在

の観光業界の基本的な統計基準は、1994 年に発行

された UNWTO の出版物「観光統計に関する提言」

（通称“REC’93”）に記載されている。TSA の基

準は 2000 年に発行された出版物「観光サテライト勘

定（TSA）：推奨される方法論の枠組み」（通称“REC’

00”）に記載されている。

これらの基準、特に TSAの基準が定められたの

は比較的最近のことであった。それなのになぜ、早

くも改定がされているのか？という疑問が生じるであろ

う。それには次のような理由がある。

・ 2004 年に国 連の専門 機 関になって以降、

UNWTO は極めて精力的に、観光統計システ

ムのコンセプトと定義を一本化して、全経済活

動を対象にした国際的な基準を設置する、とい

う課題の遂行に取り組んできた。そのためには、

既存の観光統計の基準の一部修正が必要とさ

れた。

・ TSA 基準（REC’00）の開発時点ではギャッ

プと曖昧さがあり、TSAを実施していくなかで

検討していく必要があるということが常に認識さ

れていたことから、改定が行われた。
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・ 1994 年に観光統計基準が発表されて以降、例

えば観光業に関連した雇用、投資、観光業に

対する政府の関与の評価、環境に及ぼす影響、

準国家レベルでの観光業の評価、等々の新しい

トピックスがどんどん重要性を増し、それに対す

る対応が必要となった。

・ 2000 年の TSA 基準の完成を受けて、多くの

国々がその実施に熱心に取り組んだ。多くの

国々とUNTWO による高レベルの経験から、

観光統計・TSA 基準の両方に関してさらなる改

善が必要とされる領域が明らかになった。

・ 1993 年の国連の国民所得勘定標準方式ならび

に国際通貨基金の国際収支マニュアル第 5 版の

定義とコンセプトに一致するような形で TSAを

立ち上げるためには、1994 年の観光統計基準

に一部修正を加える必要があった。

・ 観光統計と関連性がある国際的な枠組み―たと

えば SNA93、BPM5、CPC、ISIC、サービス

の国際通商に関する統計マニュアル―で、刷新

と改訂が進められている。そのため、TSAと

観光統計基準はこれらとのつながりおよび一貫

性を確保するために、それに応じた改定を余儀

なくされた。

・ 2004 年、観光統計に関する機関横断型の調整

部会― UNWTO、国連統計局（UNSD）、経

済協力開発機構（OECD）、ユーロスタット、国

際通貨基金（IMF）、国際労働機関（ILO）、世

界貿易機関（WTO）で構成―が、UNSC の要

望を受けて創設された。この調整部会の活動

内容は、TSAと関連のある国際的な経済統計

の枠組み（前述）との概念上のギャップを埋め

るための TSA 刷新のプロセスにおいて互いに

受け入れられる解決策を見つけ出すために調整

が必要とされる項目の特定作業などである。

・ 他の様々な会議や会合、なかでも特に観光業の

統計とマクロ経済分析に関するUNWTO 委員

会ならびに UNWTO 年次総会、その他の観光

統計に関する会議において、改善と修正が必要

とされる領域が特定されている。

今現在も、諸々の提言をまとめるための多数の開

発や話し合いが進行中であり、それらの提言は 2008

年 3月にニューヨークで開催される国連統計委員会の

第 39 回セッションに提出され、承認を受ける予定で

ある。 この承認を得た後、基準は 2008 年中に出版さ

れる予定である。

最後に、観光統計に関して UNWTO が現在進め

ているその他の重要な開発について述べておきたい。

1) 雇用に対する観光業の貢献に対する注目がどん

どん高まっている。観光業は、産業ポテンシャル

が他に何もない地域において唯一の雇用主にな

る場合がある。ただし、観光業の雇用について

の優れた統計はない。現在 UNWTOと国際労

働機関 (ILO) が共同で、データの質の向上と国

際比較の促進という両方の目的から、観光業界

における雇用を測定評価するための国際的なガイ

ドラインの開発を進めている。この取り組みの一

環として、TSA によって作成された観光業の雇

用の測定値の見直しが行われる予定である。

2) 会議・インセンティブ・コンベンション・展示会

(MICE) 産業の重要性が拡大しており、多くの

旅行目的地において相当の経済貢献の担い手

となっている。その結果、この業界では、TSA

が観光業界に対して行っているのと同じような

形でこの業界の規模と経済に対する貢献度を

測定する方法を探ろうとする機運が高まってい

る。UNTWO は会議業界と共同でこの問題へ

の対応に取り組んできた。すでに発表されてい

るある研究では、この業界の測定に関連した

諸問題を検討し、またこの業界の測定をTSA

と連動させることが可能と思われる測定の一方

法論が提示されている。UNWTO は現在も引

き続きこの業界との共同作業を進めており、業

界の規模の測定に必要とされるデータを生み出

し、各国の間での測定値の一貫性と比較可能

性を確保するような調和のとれた調査の実施の

ためのガイドラインの作成を行っている。
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3) UNWTO は会議業界との共同作業の経験を生

かして、他の観光関連部門においても類似の取

り組みを立ち上げようとしている。たとえば、次

に注目される分野はおそらくタイムシェア部門で

あろう。

4) UNWTO は、自国で TSAを立ち上げようとし

ている国々に対して UNWTO のリソースをもっ

とも効果的かつ効率的に活用させる方法を、継

続的に模索している。主な活動は国際基準の

開発ではあるが、個々の国々はそれぞれ個別

の支援も求めている。代表的な取り組みとして

UNWTO の能力構築プログラムの下に開催され

る地域ワークショップがある。こういったワーク

ショップでは、ある地域に属する国々が一同に

会し、TSA に関する互いの経験を共有しあい、

各国が抱えている、あるいは直面している、解

決策を見出さなくてはならない特定の課題につ

いて話し合うことができるだろう。第１回ワーク

ショップが来年 4月、オーストリア（ヨーロッパ

地域）と南アフリカ（アフリカ南部と東部地域）

で開催される予定である。これらに続いて、同

じようなワークショップが他の地域でも開催され

る予定である。

5) 最後に、2009 年初頭にインドネシアで開催予

定の「大規模経済における観光業」に関する会

議について触れておこう。この会議はまだ計画

の初期段階であるが、以下のようなテーマが取

り上げられるものと思われる。

‐ 国家観光統計システムの開発

‐ 観光産業における雇用：労働力ときちんとし

た仕事の測定

‐ 観光業の経済的な貢献の測定：TSA から

代替モデル作りのテクニックまで

‐ 観光業と持続可能性を結びつける

‐ 新しい発想、新しい課題（そしてこういった

ものに統計はどのように適合していくか）

以上のテーマは会議計画の検討過程で変更される

可能性もあるが、しかし会議で取り上げられるテーマ

とそこで展開される議論から導き出される結論は、こ

のシンポジウムにご参加のみなさんの興味を強くそそ

るに違いないと思う。

我々は今、観光産業の評価において非常に活発な

時代にあり、そのことは私の本日の講演でもおわかり

いただけたと思う。この動きは、観光業そのものが発

展と変化を続ける限り続いていくものであり、おそら

くこの先かなり長い間続くと思われる。

ありがとうございました。
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基調講演②

「観光経済分析のマーケティングへの活用」
ステファン・ルブルート

27



「観光経済分析のマーケティングへの活用」
セントラルフロリダ大学ローゼンカレッジ副学部長

基調講演

ステファン・ルブルート
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